
わかりやすい土地読本

　土地は、私たちの日常生活や企業活動にとって不可欠な基盤であり、貴重な資源です。
土地基本法においても、土地所有者の責務として、適正な土地の利用及び管理並びに
取引を行うことなどが設けられています。
　国土交通省では、国民の皆様が、今一度、身近な土地について考え、土地の制度に
関する理解を深めていただけるきっかけとなるよう、10月を「土地月間」と定め、広
報活動等を展開しています。

令和 4年度土地月間ポスターコンテスト 大賞受賞作品　作者：植野  明日香さん
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　皆さんは、日頃、「土地」について考えることがあります
か。多くの人にとって、土地は、家の購入や財産相続の時に
関わるくらいで、あまり考えたことが無い方も多いのではな
いでしょうか。しかし、土地は、私たちの日常生活や企業活
動などに不可欠な基盤であり、貴重な資源です。土地が適正
に取引されなかったり、有効に利用・適切に管理されなかっ
たりすれば、私たちの生活にとっても望ましいことではあり
ません。
　これまで、土地に関する政策が様々講じられてきましたが、
土地基本法の施行から30年以上が経過した今、土地に関す
る制度が変化しており、今後の私たちの暮らしにも大きな影
響があります。
　それに合わせて、皆さんに土地政策を身近に感じてもらえ
るよう、土地月間（10月）の取組を大幅に強化しました。
この土地読本の改訂もその取組の一つです。土地読本を読ん
で、一緒に土地について考えてみましょう。

第１章では、土地の歴史を振り返りつつ、私たちの日常生
活・経済活動と土地がどのように関わっているのかをご紹
介します。

第1章
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奈良・平城宮跡 朱雀門

　現代では、土地を所有することができます。さらに、所有
するだけでなく、貸借りすることや、抵当権を設定すること
もできます。これらの権利は、今では当たり前のものであり、
私たちの生活の前提となっていますが、私たちは、これらの
権利を最初から持っていたわけではありません。ここでは、
私たちがどのように土地の所有権を獲得したのか、その歴史
を振り返りたいと思います。
　歴史の授業において、最初に土地の権利が登場するのは、
大化の改新ではないでしょうか。孝徳天皇は、646 年に改新
の詔を発出し、その中で、全ての土地と人民は公に属すると
する制度、いわゆる公地公民制を開始しました。そして、全
ての土地が天皇に帰属するという前提のもと、班田収授法に
基づき、土地を人民に支給し、その土地から租税を徴収する
ことにしました。ここに、土地を基礎とする中央集権的な租
税体制が生まれたのです。
　しかし、奈良時代になり、農地を拡大して生産力を高める
目的から、農地を開墾した者には三代に渡って私有を認める
三世一身法や、永年に渡って私有を認める墾田永年私財法が
施行され、公地公民制の原則はすぐに破綻していきました。
その結果、有力な豪族、貴族、寺などが、農民などを使って
私有地を拡大し、権勢をふるうようになりました。平安時代
に入り、貴族を中心として荘園制度が出来上がり、管理人で
ある武士が台頭、鎌倉時代には、幕府が守護・地頭、朝廷が
国司をそれぞれ任命して、土地を管理するようになり、土地
にまつわる権利関係は複雑になっていきました。しかし、
1594 年、豊臣秀吉が、初めて、全国的な農地の測量を行う

とともに、土地の権利関係を整理し、各地の大名が直接農地
を支配する仕組みが構築されました。この仕組みは、江戸時
代になっても引き継がれましたが、農地については田畑永代
売買禁止令によって、その売買が禁止されました。一方で、
農地以外の町人地や武家地などには所有権は認められ、町人
地については「沽券」による売買が活発に行われていたよう
です。明治時代になると、1869 年の版籍奉還により、各藩が、
所有していた土地を朝廷に返還し、一度、天皇が土地を所有
するという形式を取りました。その後、1873 年の地租改正で、
地券を交付して土地に対して一律に課税する一方で、新たに
国家が土地を私人に付与し、ここで初めて個人に対する土地
の私的所有が認められることとなりました。法令上も、大日
本帝国憲法や登記法をはじめ、「所有権」という言葉が用いら
れるようになりました。

　このように、時代の変遷とともに、国家社会における土地
の在り様やとらえ方も変化し、紆余曲折を経て、今のような
土地の所有権が確立されました。しかし、いずれの時代にお
いても、土地は社会制度や私たちの生活と深く結びつき、そ
れらの基盤となるものでした。

1. 土地とわたしたちの暮らし
（1）土地の所有権の歴史
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権利を最初から持っていたわけではありません。ここでは、
私たちがどのように土地の所有権を獲得したのか、その歴史
を振り返りたいと思います。
　歴史の授業において、最初に土地の権利が登場するのは、
大化の改新ではないでしょうか。孝徳天皇は、646 年に改新
の詔を発出し、その中で、全ての土地と人民は公に属すると
する制度、いわゆる公地公民制を開始しました。そして、全
ての土地が天皇に帰属するという前提のもと、班田収授法に
基づき、土地を人民に支給し、その土地から租税を徴収する
ことにしました。ここに、土地を基礎とする中央集権的な租
税体制が生まれたのです。
　しかし、奈良時代になり、農地を拡大して生産力を高める
目的から、農地を開墾した者には三代に渡って私有を認める
三世一身法や、永年に渡って私有を認める墾田永年私財法が
施行され、公地公民制の原則はすぐに破綻していきました。
その結果、有力な豪族、貴族、寺などが、農民などを使って
私有地を拡大し、権勢をふるうようになりました。平安時代
に入り、貴族を中心として荘園制度が出来上がり、管理人で
ある武士が台頭、鎌倉時代には、幕府が守護・地頭、朝廷が
国司をそれぞれ任命して、土地を管理するようになり、土地
にまつわる権利関係は複雑になっていきました。しかし、
1594 年、豊臣秀吉が、初めて、全国的な農地の測量を行う

とともに、土地の権利関係を整理し、各地の大名が直接農地
を支配する仕組みが構築されました。この仕組みは、江戸時
代になっても引き継がれましたが、農地については田畑永代
売買禁止令によって、その売買が禁止されました。一方で、
農地以外の町人地や武家地などには所有権は認められ、町人
地については「沽券」による売買が活発に行われていたよう
です。明治時代になると、1869 年の版籍奉還により、各藩が、
所有していた土地を朝廷に返還し、一度、天皇が土地を所有
するという形式を取りました。その後、1873 年の地租改正で、
地券を交付して土地に対して一律に課税する一方で、新たに
国家が土地を私人に付与し、ここで初めて個人に対する土地
の私的所有が認められることとなりました。法令上も、大日
本帝国憲法や登記法をはじめ、「所有権」という言葉が用いら
れるようになりました。

　このように、時代の変遷とともに、国家社会における土地
の在り様やとらえ方も変化し、紆余曲折を経て、今のような
土地の所有権が確立されました。しかし、いずれの時代にお
いても、土地は社会制度や私たちの生活と深く結びつき、そ
れらの基盤となるものでした。

1. 土地とわたしたちの暮らし
（1）土地の所有権の歴史
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　次に、近代以降の地価の動きを見ながら、その歴史的背景
をご紹介します。

（2）高度経済成長期からの地価動向

図表1ー1  長期的な地価の動向

戦後1回目の地価高騰1 戦後2回目の地価高騰
●列島改造ブームの中、企業の事業用地取得や大都市への人口集
中等による旺盛な土地需要の発生、投機的な土地需要の増大

●農林地を含め全国的に地価上昇が拡大
●土地神話の一般化    

●金余り状況を背景とし、
(1)東京都心部での業務地需要の増大、(2)周辺住宅地における買換え需要の増大、(3)投機的取引の増大
●東京都心部から周辺住宅地へ、さらには大阪圏、名古屋圏、地方圏へと波及

地価公示【東京圏・全用途平均】対前年変動率（国土交通省）
※地価公示は昭和45年から始まりました。
市街地価格指数【六大都市全用途平均】各年9月末の対前年変動率
（（財）日本不動産研究所）
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旺盛な民間企業の設備投資
●大都市、工業地中心の地価上昇
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　図表１－１は、戦後から令和 4 年までの地価の動きを示し
たものです。昭和30年から平成３年までの地価動向について
見ると、ほぼ一貫して地価が上がっていることがわかります。
その中でも、地価が大きく上がった時期は３回ありました。
　１回目の地価高騰は、高度経済成長を背景として、昭和 30
年代半ばに起こりました。この時期に第２次産業が急速に発
展し、民間企業が積極的に設備投資を行い、工業用地の需要
を急速に拡大させたことによるものです。
　２回目の地価高騰は、昭和 47 年・48 年を中心に起こりま
した。企業の事業用地に対する需要、大都市への人口集中に
伴う宅地需要の増大に加え、国際金融情勢に由来する過剰流
動性（注１－１）や、当時の「列島改造ブーム」を受け、開
発により地価が上がることを見越しての投機的な土地需要が
増大したことなどがその要因とされています。こうして、土
地は持っているだけで価値が上がる資産だという「土地神話」
が形成されていきました。
　３回目の地価高騰は、昭和60年代のいわゆるバブル経済に
よって起こりました。それまでに定着していた「土地神話」
はバブル経済の発生・拡大に大きな影響を及ぼし、地価が上
がることに対する過剰な期待感から、企業等による投機的な
土地取引が頻発しました。
　その後、バブルの崩壊に伴い地価が下がりはじめ、全国平
均では平成４年から 15 年連続で下がり続けました。平成 19
年・20 年地価公示において２年連続しての上昇を見せた後、
平成 21 年地価公示から再び下落に転じました。その後、景
気回復や低金利環境等を背景に、住宅地は平成 30 年、商業
地は平成 28 年以降上昇を示していましたが、令和３年地価
公示において、新型コロナウィルス感染症の影響により住宅
地は５年ぶり、商業地は７年ぶりの下落となりました。令和

４年地価公示においては、全用途平均・住宅地・商業地のい
ずれも２年ぶりに上昇に転じました。（図表１－１、１－２、
１－３、１－４）。

住宅地 商業地

図表1ー2  全国における地価の変動率

（注１－１）
　当時経済力の低下していたアメリカが、金やその他の資産とドルとの
交換を停止した（ニクソン・ショック）ため、ドルの信用が下がり、ド
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　図表１－１は、戦後から令和 4 年までの地価の動きを示し
たものです。昭和30年から平成３年までの地価動向について
見ると、ほぼ一貫して地価が上がっていることがわかります。
その中でも、地価が大きく上がった時期は３回ありました。
　１回目の地価高騰は、高度経済成長を背景として、昭和 30
年代半ばに起こりました。この時期に第２次産業が急速に発
展し、民間企業が積極的に設備投資を行い、工業用地の需要
を急速に拡大させたことによるものです。
　２回目の地価高騰は、昭和 47 年・48 年を中心に起こりま
した。企業の事業用地に対する需要、大都市への人口集中に
伴う宅地需要の増大に加え、国際金融情勢に由来する過剰流
動性（注１－１）や、当時の「列島改造ブーム」を受け、開
発により地価が上がることを見越しての投機的な土地需要が
増大したことなどがその要因とされています。こうして、土
地は持っているだけで価値が上がる資産だという「土地神話」
が形成されていきました。
　３回目の地価高騰は、昭和60年代のいわゆるバブル経済に
よって起こりました。それまでに定着していた「土地神話」
はバブル経済の発生・拡大に大きな影響を及ぼし、地価が上
がることに対する過剰な期待感から、企業等による投機的な
土地取引が頻発しました。
　その後、バブルの崩壊に伴い地価が下がりはじめ、全国平
均では平成４年から 15 年連続で下がり続けました。平成 19
年・20 年地価公示において２年連続しての上昇を見せた後、
平成 21 年地価公示から再び下落に転じました。その後、景
気回復や低金利環境等を背景に、住宅地は平成 30 年、商業
地は平成 28 年以降上昇を示していましたが、令和３年地価
公示において、新型コロナウィルス感染症の影響により住宅
地は５年ぶり、商業地は７年ぶりの下落となりました。令和

４年地価公示においては、全用途平均・住宅地・商業地のい
ずれも２年ぶりに上昇に転じました。（図表１－１、１－２、
１－３、１－４）。
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　日本が、人口減少・少子高齢化社会に突入していることは
皆さんもご存じのとおりです。日本の総人口は、2008年を
ピークに減少し始めており、2065年には、8,808万人になる
という推計もあります（国立社会保障・人口問題研究所「日
本の将来推計人口（平成29年推計）」。）こうした人口減少・
少子高齢化社会は、土地利用の需要の低下をもたらしていま
す。また、都市部への移住により、地方を中心に、土地を所
有している意識が希薄になっていると言われています。さら
に、遺産分割をしないままに、相続を繰り返し、土地所有者
がねずみ算式に増加する事例が増えています。これらを受け
て、所有者が不明な土地や、所有者による適正な利用・管理
が期待できない管理不全土地が全国的に増加しています。所
有者不明土地や管理不全土地は、公共事業や地籍調査を行う
場面において、所有者の特定に多大なコストを要するため、
円滑に事業を実施することが困難となるだけでなく、土地が
適切に管理されないことによって、雑草の繁茂や不法投棄と
いった周辺の土地に迷惑が生じる事例も発生しています。今
後、より一層の人口減少・少子高齢化が進展すれば、さらに
所有者不明土地や管理不全土地が増加すると見込まれ、早急
な対応が必要となってきます。これらの対策については、第
2章以降でご紹介します。
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図表1ー3  三大都市圏における地価の変動率
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　このように、土地をめぐる環境が大きく変化する中、今後、
土地はどのように活用されていくべきなのでしょうか？この
点について、国土交通省の専門家会議が検討を重ねました。
　国土審議会土地政策分科会特別部会において、人口減少社
会に対応した「新たな総合的土地政策」の策定に向けた検討
が進められ、令和元年12月には、中間とりまとめが公表され
ています。中間とりまとめでは、土地・不動産の有効活用や
防災・減災、地域への外部不経済の発生防止を今後の土地政
策の課題と認識し、これらの課題の解決に向けて、

①経済成長や地域の活性化、持続可能性の確保につながる地
　域づくり・まちづくりを進める中で、土地需要の創出や喚起、
　顕在化に取り組むこと

②所有者等による適正な土地の管理を促すとともに、これが
　困難な場合には、土地を適正に利用・管理する意思があり、
　それができる担い手に土地に関する権利を円滑に移転して
　いけるように取り組むこと

をこれからの土地政策における重要な方向性としました。つ
まり、地域の中で土地活用を模索すること、土地管理を促す
とともに適切な担い手に土地権利を譲渡することを柱として、
今後の土地政策が行われていくことになります。

　土地は衣服や食品のように頻繁に取引されるわけではなく、
全く同じ土地というものは二つとないという特性があります。
また、取引する人の事情や動機によって価格が左右されがち
です。そのため、土地の適正な価格がいくらであるか、一般
の人にはわかりにくくなっています。
　そこで、全国の標準地（地域において土地の大きさ、利用
状況などが標準的な土地）について、特殊な事情等のない自
由な取引において通常成立すると考えられる価格を、国土交
通省土地鑑定委員会が公示し、一般の人が取引の際に、土地
の適正な価格を判断するにあたっての客観的な目安として活
用いただけるようにしています。
　公示価格は、毎年１月１日時点において各地点を更地（建
物や使用収益を制限する権利が存在しない状態の土地）とし
て評価したときの１㎡あたりの価格であり、図表１－５のよ
うに公示されます。
　価格を知りたい土地と公示地点を比較することにより、例
えば公示地点に比べ、駅から遠いので安くなるとか、大通り
に面し交通の便がよいので高くなるというように、条件を比
較しておおよその価格を判断することができます。
　また、地価公示はこのほかにも、不動産鑑定士による不動
産の鑑定評価や公共用地の取得価格を決める際のよりどころ
となるなど、色々な役割があります。さらに、相続税評価や
固定資産税評価の目安（図表１－６）として、また、企業会
計における資産の時価評価等にも活用されています。

（4）これからの土地の活用方法 2. 地価公示からみる土地の動き

11

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

10

　このように、土地をめぐる環境が大きく変化する中、今後、
土地はどのように活用されていくべきなのでしょうか？この
点について、国土交通省の専門家会議が検討を重ねました。
　国土審議会土地政策分科会特別部会において、人口減少社
会に対応した「新たな総合的土地政策」の策定に向けた検討
が進められ、令和元年12月には、中間とりまとめが公表され
ています。中間とりまとめでは、土地・不動産の有効活用や
防災・減災、地域への外部不経済の発生防止を今後の土地政
策の課題と認識し、これらの課題の解決に向けて、

①経済成長や地域の活性化、持続可能性の確保につながる地
　域づくり・まちづくりを進める中で、土地需要の創出や喚起、
　顕在化に取り組むこと

②所有者等による適正な土地の管理を促すとともに、これが
　困難な場合には、土地を適正に利用・管理する意思があり、
　それができる担い手に土地に関する権利を円滑に移転して
　いけるように取り組むこと

をこれからの土地政策における重要な方向性としました。つ
まり、地域の中で土地活用を模索すること、土地管理を促す
とともに適切な担い手に土地権利を譲渡することを柱として、
今後の土地政策が行われていくことになります。

　土地は衣服や食品のように頻繁に取引されるわけではなく、
全く同じ土地というものは二つとないという特性があります。
また、取引する人の事情や動機によって価格が左右されがち
です。そのため、土地の適正な価格がいくらであるか、一般
の人にはわかりにくくなっています。
　そこで、全国の標準地（地域において土地の大きさ、利用
状況などが標準的な土地）について、特殊な事情等のない自
由な取引において通常成立すると考えられる価格を、国土交
通省土地鑑定委員会が公示し、一般の人が取引の際に、土地
の適正な価格を判断するにあたっての客観的な目安として活
用いただけるようにしています。
　公示価格は、毎年１月１日時点において各地点を更地（建
物や使用収益を制限する権利が存在しない状態の土地）とし
て評価したときの１㎡あたりの価格であり、図表１－５のよ
うに公示されます。
　価格を知りたい土地と公示地点を比較することにより、例
えば公示地点に比べ、駅から遠いので安くなるとか、大通り
に面し交通の便がよいので高くなるというように、条件を比
較しておおよその価格を判断することができます。
　また、地価公示はこのほかにも、不動産鑑定士による不動
産の鑑定評価や公共用地の取得価格を決める際のよりどころ
となるなど、色々な役割があります。さらに、相続税評価や
固定資産税評価の目安（図表１－６）として、また、企業会
計における資産の時価評価等にも活用されています。

（4）これからの土地の活用方法 2. 地価公示からみる土地の動き



11

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

10

　このように、土地をめぐる環境が大きく変化する中、今後、
土地はどのように活用されていくべきなのでしょうか？この
点について、国土交通省の専門家会議が検討を重ねました。
　国土審議会土地政策分科会特別部会において、人口減少社
会に対応した「新たな総合的土地政策」の策定に向けた検討
が進められ、令和元年12月には、中間とりまとめが公表され
ています。中間とりまとめでは、土地・不動産の有効活用や
防災・減災、地域への外部不経済の発生防止を今後の土地政
策の課題と認識し、これらの課題の解決に向けて、

①経済成長や地域の活性化、持続可能性の確保につながる地
　域づくり・まちづくりを進める中で、土地需要の創出や喚起、
　顕在化に取り組むこと

②所有者等による適正な土地の管理を促すとともに、これが
　困難な場合には、土地を適正に利用・管理する意思があり、
　それができる担い手に土地に関する権利を円滑に移転して
　いけるように取り組むこと

をこれからの土地政策における重要な方向性としました。つ
まり、地域の中で土地活用を模索すること、土地管理を促す
とともに適切な担い手に土地権利を譲渡することを柱として、
今後の土地政策が行われていくことになります。

　土地は衣服や食品のように頻繁に取引されるわけではなく、
全く同じ土地というものは二つとないという特性があります。
また、取引する人の事情や動機によって価格が左右されがち
です。そのため、土地の適正な価格がいくらであるか、一般
の人にはわかりにくくなっています。
　そこで、全国の標準地（地域において土地の大きさ、利用
状況などが標準的な土地）について、特殊な事情等のない自
由な取引において通常成立すると考えられる価格を、国土交
通省土地鑑定委員会が公示し、一般の人が取引の際に、土地
の適正な価格を判断するにあたっての客観的な目安として活
用いただけるようにしています。
　公示価格は、毎年１月１日時点において各地点を更地（建
物や使用収益を制限する権利が存在しない状態の土地）とし
て評価したときの１㎡あたりの価格であり、図表１－５のよ
うに公示されます。
　価格を知りたい土地と公示地点を比較することにより、例
えば公示地点に比べ、駅から遠いので安くなるとか、大通り
に面し交通の便がよいので高くなるというように、条件を比
較しておおよその価格を判断することができます。
　また、地価公示はこのほかにも、不動産鑑定士による不動
産の鑑定評価や公共用地の取得価格を決める際のよりどころ
となるなど、色々な役割があります。さらに、相続税評価や
固定資産税評価の目安（図表１－６）として、また、企業会
計における資産の時価評価等にも活用されています。

（4）これからの土地の活用方法 2. 地価公示からみる土地の動き

11

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

第
1
章 

土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

10

　このように、土地をめぐる環境が大きく変化する中、今後、
土地はどのように活用されていくべきなのでしょうか？この
点について、国土交通省の専門家会議が検討を重ねました。
　国土審議会土地政策分科会特別部会において、人口減少社
会に対応した「新たな総合的土地政策」の策定に向けた検討
が進められ、令和元年12月には、中間とりまとめが公表され
ています。中間とりまとめでは、土地・不動産の有効活用や
防災・減災、地域への外部不経済の発生防止を今後の土地政
策の課題と認識し、これらの課題の解決に向けて、

①経済成長や地域の活性化、持続可能性の確保につながる地
　域づくり・まちづくりを進める中で、土地需要の創出や喚起、
　顕在化に取り組むこと

②所有者等による適正な土地の管理を促すとともに、これが
　困難な場合には、土地を適正に利用・管理する意思があり、
　それができる担い手に土地に関する権利を円滑に移転して
　いけるように取り組むこと

をこれからの土地政策における重要な方向性としました。つ
まり、地域の中で土地活用を模索すること、土地管理を促す
とともに適切な担い手に土地権利を譲渡することを柱として、
今後の土地政策が行われていくことになります。

　土地は衣服や食品のように頻繁に取引されるわけではなく、
全く同じ土地というものは二つとないという特性があります。
また、取引する人の事情や動機によって価格が左右されがち
です。そのため、土地の適正な価格がいくらであるか、一般
の人にはわかりにくくなっています。
　そこで、全国の標準地（地域において土地の大きさ、利用
状況などが標準的な土地）について、特殊な事情等のない自
由な取引において通常成立すると考えられる価格を、国土交
通省土地鑑定委員会が公示し、一般の人が取引の際に、土地
の適正な価格を判断するにあたっての客観的な目安として活
用いただけるようにしています。
　公示価格は、毎年１月１日時点において各地点を更地（建
物や使用収益を制限する権利が存在しない状態の土地）とし
て評価したときの１㎡あたりの価格であり、図表１－５のよ
うに公示されます。
　価格を知りたい土地と公示地点を比較することにより、例
えば公示地点に比べ、駅から遠いので安くなるとか、大通り
に面し交通の便がよいので高くなるというように、条件を比
較しておおよその価格を判断することができます。
　また、地価公示はこのほかにも、不動産鑑定士による不動
産の鑑定評価や公共用地の取得価格を決める際のよりどころ
となるなど、色々な役割があります。さらに、相続税評価や
固定資産税評価の目安（図表１－６）として、また、企業会
計における資産の時価評価等にも活用されています。

（4）これからの土地の活用方法 2. 地価公示からみる土地の動き



13

第
1
章
土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

第
1
章
土
地
に
つ
い
て
知
ろ
う

12

　　

　令和４年１月１日時点の地価公示によると、全国の地価は、
全用途平均・住宅地・商業地のいずれも２年ぶりに上昇に転じ、
新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に緩和される中で、
全体的に昨年からは回復傾向が見られました。
　地価動向の特徴として、住宅地については、景況感の改善、
低金利環境の継続、住宅取得支援施策等による下支えの効果
もあり全国的に住宅需要は回復、商業地については、景況感
の改善により店舗やマンション用地に対する需要が高まって
います。
　一方で、国内外の来訪客が回復していない地域や飲食店が
集積する地域では地価の下落が継続しています。半年毎の地
価動向を都道府県地価調査（７月１日の地価を調査）との共
通の調査地点でみると、全国の住宅地については前半 0.4％
の上昇、後半 0.6％の上昇、商業地については前半横ばい、
後半 0.5% の上昇となっています。

図表1ー5  地価公示の例

図表1ー6  公的土地評価一覧表
区 　 分 地 価 公 示 相 続 税 評 価 固 定 資 産 税 評 価

目 的 等

１一般の土地取引価格
の指標
２不動産鑑定士等の鑑
定評価の規準
３公共事業用地の取得
価格の算定の規準等

相続税及び贈与税課税
のため

(平成 4年分の評価か
ら公示価格の水準の 8
割程度 )

固定資産税課税のため

(平成 6年度の評価替
から公示価格の 7割を
目途 )

評 価 機 関
国土交通省

土地鑑定委員会
国 税 局 長 市 町 村 長

価 格 時 点
１月１日
(毎年公示 )

１月１日
(毎年評価替 )

１月１日
(3年に 1度評価替 )
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　1986 年頃から 1991 年頃まで、いわゆるバブル期は、日
本の株式や地価が実体経済以上に高騰し、多くの投機的取引
が行われました。その結果、地価上昇による住宅取得の困難化、
社会資本整備への支障等の社会問題が引き起こされました。
その対応として、土地取引の適正化等を主眼に置いた土地政
策の基本を定めるために、土地基本法が平成元年に制定され
ました。この法律は土地政策についての基本理念を定め、関
係者の責務を明らかにするなど、まさにその名のとおり、土
地政策の基本的事項を示しています。しかし、制定から、30
年以上経過し、その間、バブル崩壊と長期的な地価下落を経
験しました。さらには、人口減少・超高齢社会化による土地
利用ニーズの低下や土地所有意識の希薄化等により、所有者
が不明な土地や、所有者による適正な利用・管理が期待でき
ない管理不全土地が全国的に増加しています。このように、
土地をめぐる環境が大きく変化した結果、これらの新たな課
題に対応して、土地政策を再構築する観点から、令和２年に
土地基本法の一部が改正されました。
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第2章
生活に役立つ法律・制度等
　この章では、皆さんの生活に関係し、知っておくと役に
立つかもしれない法律、税制、相談窓口をご紹介します。
　なお、国土交通省と法務省では、土地に関する悩みを持
つ方向けに、リーフレットを作成しました。関係する法律
や土地に関するリスク等を掲載していますので、ぜひ、土
地を所有している方は一度ご覧ください。

1. 土地に関する法律
●土地基本法

（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001406391.pdf）
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　改正では、土地を適正に「利用」・「取引」するだけでなく、
周辺に悪影響を与えないように「管理」をすることの重要性
を明確化しました。さらに、皆さんに特に関係がある改正内
容として、土地所有者の責務が新たに追加されました。これは、
土地の適正な利用や管理のためには、土地所有者の役割が重
要であることを踏まえたもので、土地所有者は、土地の利用、
管理、取引を適正に行わなければならないことを規定すると
ともに、登記手続などの権利関係を明確化するための措置や
境界の明確化のための措置に努めること、さらに国や地方公
共団体が行う土地施策に協力しなければならないことを規定
しました。

　上述のとおり、人口減少・少子高齢化のため、所有者がわ
からない土地が増加しています。特に、災害からの復旧・復
興事業、公共事業や地籍調査を行う場面において、所有者の
特定に多大なコストを要するため、事業を実施することが困
難となるだけでなく、土地が適切に管理されないことによって、
雑草の繁茂や不法投棄といった周辺の土地に迷惑が生じる事
例も発生しています。このよう
な課題に対応し､所有者不明土
地の公共的な用途に円滑に利用
することを可能とするため、平
成 30 年に、所有者不明土地の
利用の円滑化等に関する特別措
置法、いわゆる所有者不明土地
法が制定されました。

　内容は大きく分けて３つで、所有者不明土地を円滑に利用
する仕組み、土地所有者の探索を合理化する仕組み、所有者
不明土地を適切に管理する仕組みです。

　所有者不明土地を円滑に利用する仕組みとして、公共事業
の手続の合理化・円滑化を行って、所有者不明土地の所有権
を取得する方法と、地域住民等のために所有者不明土地の上に、
最長 10 年間又は 20 年間の使用権を設定して、広場、購買施設、
災害対策施設、再生可能エネルギー発電設備などの公益的な
事業（地域福利増進事業）に活用する方法があります。いず
れも判明している所有者に反対者がおらず、建築物がない場
合か、朽廃した建築物が存する場合で現に利用されていない
所有者不明土地に限定されますが、地方公共団体をはじめと
する事業主体が、これらの方法を活用し、円滑に所有者不明
土地を利用することが期待されます。

　土地所有者の探索を合理化する仕組みとして、地域福利増
進事業、収用適格事業、都市計画事業の準備のためであれば、
固定資産課税台帳などのすでに行政機関が保有している情報
を行政機関内部で利用できるようになりました。例えば、市
の土木部局が行う公共事業の区域内に所有者不明土地がある
場合、所有者を探すために、同じ市の税部局に問い合わせ、
固定資産課税台帳の情報を利用することができます。また、
地域福利増進事業等を行おうとする事業者からの事業に関す
る情報の求めに対して、都道府県知事や市町村長が、情報提
供できることとなりました。このように、土地所有者の情報
を調べる手間を簡略にして、公共的事業の円滑な実施に貢献
します。

●所有者不明土地法
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共団体が行う土地施策に協力しなければならないことを規定
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興事業、公共事業や地籍調査を行う場面において、所有者の
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雑草の繁茂や不法投棄といった周辺の土地に迷惑が生じる事
例も発生しています。このよう
な課題に対応し､所有者不明土
地の公共的な用途に円滑に利用
することを可能とするため、平
成 30 年に、所有者不明土地の
利用の円滑化等に関する特別措
置法、いわゆる所有者不明土地
法が制定されました。

　内容は大きく分けて３つで、所有者不明土地を円滑に利用
する仕組み、土地所有者の探索を合理化する仕組み、所有者
不明土地を適切に管理する仕組みです。
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の手続の合理化・円滑化を行って、所有者不明土地の所有権
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固定資産課税台帳などのすでに行政機関が保有している情報
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●所有者不明土地法
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　次に、所有者不明土地を適切に管理する仕組みです。所有
者不明土地がごみの不法投棄や雑草の繁茂によって周辺に悪
影響を与えている場合など、適切な管理のため特に必要であ
る場合、国や地方公共団体が、地方裁判所に対して、不在者
財産管理人等の選任を請求し、その財産管理人に土地を管理
してもらうことができるようになりました。また、管理不全
の所有者不明土地の周辺における災害発生や著しい環境悪化
などを防止するため、市町村長が防止措置に関する勧告・命令・
代執行を行うことや、利害関係者に代わって裁判所に土地の
管理人の選任を請求することができることとされています。
もし、お近くに所有者不明土地があって、こうした問題が生
じている場合は、まずは地元自治体にご相談いただき、これ
らの制度による対策ができないかどうか検討を促してみては
いかがでしょうか。
　また、これらの施策を推進する体制を整備するため、市町
村が、所有者不明土地対策に関する計画の作成や、地域の関
係者や専門家等が構成員となる協議会の設置を行うほか、低
未利用地の活用等に向けた活動を行う NPO 等を所有者不明
土地利用円滑化推進法人として指定する制度が設けられてい
ます。あわせて、市町村が作成した計画に基づく事業の実施
を支援するための国庫補助制度も創設されました。

　なお、上記の制度のうち一部は令和４年の法改正により追
加されたもので、施行の準備中のものがあります。
　所有者不明土地がもたらす問題は、一朝一夕に解決が図ら
れるものではなく、中長期的に、粘り強く取り組んでいく必
要があるものです。所有者不明土地法により、地域における
対策が進展することが期待されます。

　上述のとおり、土地利用ニーズの低下や土地所有意識の希
薄化等により、遺産分割がされないままに、相続が繰り返され、
土地所有者がねずみ算式に増加する事例が増えています。ま
た､相続登記や住所変更登記等の申請は義務ではなく､申請し
なくても不利益を被ることが少ないことなどが原因で､登記申
請のインセンティブが働きにくい状況にあります。
　これらを背景に、所有者不明土地や管理不全土地が全国的
に増加していることから、その対策が喫緊の課題となってお
り（→ｐ9「最近の土地問題」参照）､民＝民の関係を定める
民事基本法制においても対策を講じる必要があります。そこ
で､令和３年４月に、民法・不動産登記法等の一部が改正され
るとともに､相続土地国庫帰属法が制定されました。そこでは、
所有者不明土地問題を解決するため、所有者不明土地の
　①「発生の予防」と
　②「利用の円滑化」
の両面から、総合的に民事基本法制の見直しが行われています。

　まず、発生の予防の観点から､不動産登記法の改正が行われ、
所有者不明土地の主な発生原因である相続登記の未了や住所
等変更登記の未了に対応するため、これまで任意とされてい
たこれらの登記の申請が義務付けられるなどの見直しが行わ
れました。
　また、相続土地国庫帰属法において、相続等により取得し
た土地のうち一定の要件を満たすものについて法務大臣の承
認を受けて国庫に帰属させることを可能とする制度を創設し
ています。
　さらに､利用の円滑化の観点から､民法の改正が行われ、裁
判所が選任した管理人による所有者不明土地の管理を可能に

●民法、不動産登記法、相続土地国庫帰属法
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する所有者不明土地管理制度の創設や、共有者の一部が不明
である場合などにおいて共有地の利用を円滑化するための共
有制度の見直しなどを行っています
　これらの新制度は、民法改正関係は令和５年４月１日、相
続土地国庫帰属法関係は令和５年４月２７日、不動産登記法
改正関係のうち、相続登記の申請の義務化関係については令
和６年４月１日に施行されます。また、住所等変更登記の申
請の義務化については、令和８年４月までに施行することと
されています。

　土地の境界は、通常、登記所の地図を見れば分かりますが、
全国には地図が未整備の地域が多くあります。このような地
域では暫定的に地図に準ずる図面（いわゆる公図）が備え付
けられていますが、公図からは、正確な境界を判断すること
は困難です。そのため、土地取引に支障をきたすことがあり
ます。これを改善するためには、個々の土地の境界や面積を
明らかにすることが必要です（図表２－1）。

　そのため、市町村等が、一筆ごとの土地の地目、境界及び
面積等を調査・測量する地籍調査を行います（図表２－2）。
国土調査の一環である地籍調査は、国土調査法に基づき実施
されており、同法は、地籍調査の手続、費用負担、成果の取
扱い等について定めています。

　地籍調査により作成された「地籍図」と「地籍簿」は、そ
の写しが登記所に送付され、登記所の正式な地図として備え
付けられます。これにより、土地境界をめぐるトラブルを防
止し、災害復旧等も迅速に行うことができるようになります。
事業費は、市町村が地籍調査を実施した場合は、国が１／２、
都道府県と市町村が１／４ずつ負担しますので、住民の費用
負担はありません。

●国土調査法（地籍調査）

詳細については､法務省ホームページ
（https://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00343.html）
をご覧ください。

法務省ホームページから引用
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図表2ー1  地籍調査前の公図と地籍調査後の地籍図 図表2ー2  地籍調査の流れ

《地籍調査の実施前》
（地図に準ずる図面）
公図

《地籍調査の実施後》
（不動産登記法第 14 条 1項の地図として登記所に備え付けられる）
地籍図

土地所有者等の立会いなど
により、個々の土地の境界、
面積等の確認をします。

調査に先立って、
住民への説明会を
実施します。

土地所有者等によって
確認された境界を測量し、
面積を計算します。

地籍図と地籍簿の案を
閲覧にかけ、誤り等を訂正
する機会を設けます。

地 籍 測 量 成果の閲覧・確認
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　地籍調査が実施されていない場合、土地の境界が曖昧なま
まで、土地取引等でトラブルに巻き込まれる、災害復旧が遅
れてしまう、道路等のインフラ整備に支障をきたす等の弊害
が発生する可能性があります。

　地籍調査は、昭和20年代から実施されていますが、令和 3
年度末時点における全国の進捗率は 52％（優先実施地域の進
捗率（※）は80％）となっています。また、地籍調査は、市町
村が実施主体ですが、令和 3 年度末時点において、地籍調査
を未着手の市町村、休止中の市町村は全体の 20％となってい
ます。

　地籍調査は、国土調査促進特別措置法に基づき閣議決定さ
れた「国土調査事業十箇年計画」に従って進められており、
令和２年度からの第７次国土調査事業十箇年計画では、令和
２年の国土調査法等改正に盛り込まれた所有者探索のための
固定資産課税台帳等の利用、地方公共団体による筆界特定の
申請等の新たな調査手続の活用、都市部における官民境界の
先行的な調査や山村部におけるリモートセンシングデータを
活用した調査などの地域特性に応じた効率的な調査手法の導
入を促進することとし、これまで以上に地籍調査の円滑化・
迅速化を図っていきます。

①土地を購入し、改めて測って
　みたら登記簿の面積と違っ
　ていた。

②塀をつくり替えようとした
　ら、隣の土地の所有者から
　「境界が違う」と言われた。

（※）優先実施地域の進捗率
　地籍調査の対象地域全体から、既に一定程度土地の境界が明らかになっ
ている地域や国・公有地等の土地取引が行われる可能性が低い地域を除
いた面積に対する地籍調査実施面積の割合
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先行的な調査や山村部におけるリモートセンシングデータを
活用した調査などの地域特性に応じた効率的な調査手法の導
入を促進することとし、これまで以上に地籍調査の円滑化・
迅速化を図っていきます。

①土地を購入し、改めて測って
　みたら登記簿の面積と違っ
　ていた。

②塀をつくり替えようとした
　ら、隣の土地の所有者から
　「境界が違う」と言われた。

（※）優先実施地域の進捗率
　地籍調査の対象地域全体から、既に一定程度土地の境界が明らかになっ
ている地域や国・公有地等の土地取引が行われる可能性が低い地域を除
いた面積に対する地籍調査実施面積の割合
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　これまでご紹介してきたように、土地は、貴重な資源であり、
私たちの生活や企業活動にとって欠かせない基盤です。将来
の子供たちのため、未来の社会のために、適正に管理・利用
していかなければなりません。そのためには、皆さんに、土
地に関する制度や理念、政策等を知ってもらい、今後の土地
のあり方について考えてもらうことが重要です。
　国土交通省では、「土」の字を分解すると「十」と「一」と
なることから、毎年 10 月を「土地月間」、10 月１日を「土
地の日」と定め、地方公共団体や関係団体等とも連携して、
土地政策に関する情報の発信や、土地に関連するテーマの講
演会・相談会の実施等を行っています。

　活気に満ちた地域社会の実現・地方創生の推進を図るため、
まちをコンパクト化し、生活サービスを効率的に提供する拠
点機能を集約するなど、地域の雇用や豊かな生活環境を創出
する総合的・効果的な取組を推進することが求められています。
　土地活用モデル大賞は、こうした課題を踏まえて土地の有
効活用や適切な維持管理に取り組み、土地活用の模範的事例、
「成功モデル」となる事例を募集し、優れた事例について「国
土交通大臣賞」をはじめとする表彰を行い、優れた土地活用
を全国的に紹介しその普及を図るものです。
本賞表彰は平成16 年度から開始され、第 18 回目となる令和
3 年度においては、以下の 5 点が表彰されました。

1. 土地の日と土地月間

2. 土地活用モデル大賞
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第4章では、毎年10月に設けられている「土地の日
（10月１日）」、「土地月間」の活動についてご紹介
します。
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●シャッター通りと化したアーケード撤去後の旧商店街（歩
　行者専用道路）周辺エリアの面的な活性化をめざし、遊休
　不動産（空きビル）と景観を阻害している低未利用地（駐
　車場）の利活用を図るプロジェクト。

●約 10 年間遊休状態であったビルのマスターリース（注 1）、
　リノベーションによって、地域の子育て世代の働く場や新
　しい雇用、そして若い有能な人材の育成の拠点を形成し、
　街なかのポテンシャルの向上に寄与している。

●河川堤防事業と市街地再開発事業や土地区画整理事業の組
　み合わせによって適切な高度利用と土地の合理的活用を図
　り、街なかにおけるオープンスペース（堤防一体空間）の
　創出や、都市機能整備及び防災減災施設の充実を図り、東
　日本大震災からの復興と賑わいの拠点づくりを目指す取組。

●計画段階から産学官が関わることで、「いしのまき元気いち
　ば」と堤防一体空間の接続による協働や、エリアマネジメ
　ント組織による社会実験（かわまちオープンパーク）の実
　施等、多様な主体による取組の連携を実現。

国土交通大臣賞
  ON THE ROOF／呉服元町ストリートマーケット
（MOMs'Bagel+SUSIE）
 （佐賀県佐賀市呉服元町）

都市みらい推進機構理事長賞
リバーサイド MOTOMACHI をはじめとする
旧北上川におけるかわまちづくり
（宮城県石巻市）

（注１）マスターリース
商業用不動産を賃貸する場合に、建物を一括して賃貸、その賃借
人が実際の賃借人にさらに賃貸する方法
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●江戸期商家の町並みが残る国選定重要伝統的建造物群保存
　地区において、観光客の誘致、にぎわいの創出、地域活性
　化等を図るため、４棟の歴史的建造物「旧苅田家付属町家群」
　をリノベーションし、宿泊施設として活用するプロジェクト。

●制度設計から事業者公募、契約に至るまで、全て市職員自
　らの手で作り上げ、　官民の対話を重視しながら短期間で事
　業化を実現し、公共施設等の運営権を設定する PFI 事業（コ
　ンセッション方式）（注2）によって、民間事業者は物件を
　所有せず 20 年間の長期スパンで運営・経営を実施、行政
　は物件を所有したまま、運営権対価の収入を得ることで財
　政負担を軽減。

●市営住宅（築50年）の更新において、いわゆる PPP エージェ
　ント方式（注 3）によって新たな市営住宅と商業施設等の
　整備・運営を図るプロジェクト。

●民間主導で、資金調達から建築、所有、不動産運営まで一
　貫して行い、プロジェクトファイナンスによる事業運営の
　ため、採算性と透明性を担保した経営を実施。

●エリア内の都市公園の整備において用途地域の変更等の柔
　軟な対応を実施するとともに、多様なテナント誘致、デザ
　イン・景観の刷新を行う市営住宅再生を通じ、まちを元気
　にするまちづくりを展開。

審査委員長賞
旧苅田家付属町家群
リノベーション事業
（岡山県津山市）

都市みらい推進機構理事長賞
  morineki
（北条まちづくりプロジェクト）
  （大阪府大東市）

（注2）PFI
公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及
び技術的能力を活用して行う手法で PPP（注3）の一種

（注3）PPP
公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行
うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使
用や行政の効率化等を図るもの
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●江戸期商家の町並みが残る国選定重要伝統的建造物群保存
　地区において、観光客の誘致、にぎわいの創出、地域活性
　化等を図るため、４棟の歴史的建造物「旧苅田家付属町家群」
　をリノベーションし、宿泊施設として活用するプロジェクト。

●制度設計から事業者公募、契約に至るまで、全て市職員自
　らの手で作り上げ、　官民の対話を重視しながら短期間で事
　業化を実現し、公共施設等の運営権を設定する PFI 事業（コ
　ンセッション方式）（注2）によって、民間事業者は物件を
　所有せず 20 年間の長期スパンで運営・経営を実施、行政
　は物件を所有したまま、運営権対価の収入を得ることで財
　政負担を軽減。

●市営住宅（築50年）の更新において、いわゆる PPP エージェ
　ント方式（注 3）によって新たな市営住宅と商業施設等の
　整備・運営を図るプロジェクト。

●民間主導で、資金調達から建築、所有、不動産運営まで一
　貫して行い、プロジェクトファイナンスによる事業運営の
　ため、採算性と透明性を担保した経営を実施。

●エリア内の都市公園の整備において用途地域の変更等の柔
　軟な対応を実施するとともに、多様なテナント誘致、デザ
　イン・景観の刷新を行う市営住宅再生を通じ、まちを元気
　にするまちづくりを展開。

審査委員長賞
旧苅田家付属町家群
リノベーション事業
（岡山県津山市）

都市みらい推進機構理事長賞
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（北条まちづくりプロジェクト）
  （大阪府大東市）
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公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及
び技術的能力を活用して行う手法で PPP（注3）の一種

（注3）PPP
公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行
うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使
用や行政の効率化等を図るもの
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　これまでご紹介してきたように、土地基本法や民事基本法制、
所有者不明土地法の見直しにより、所有者不明土地や管理不
全土地等に関する制度が大きく変化しています。
　そうした中、今一度、身近な「土地」について考え、「土地」
の制度に関する理解が深まるきっかけとなるよう、地域の「土
地」が抱えている問題や、「土地」の利用・管理の方法につい
て広く国民に訴えかけるポスターコンテストを開催していま
す。
　第 2 回となる令和 4 年度においては、以下の 8 点が入賞し
ました。

3. 第2回土地月間ポスターコンテスト

大
賞

●大規模な国有地の利用転換にあたり、日本有数の木造密集
　地域における防災まちづくりとともに、池袋駅周辺の 4 つ
　の公園を核とした賑わいづくりの両立を図るプロジェクト。

●設計施工管理運営一体型発注および Park PFI 制度（注4）
　の導入により、財政負担を軽減しながら民間のノウハウを
　最大限に生かす「公民連携」によって公園利用者の利便性
　の向上と賑わいを創出。

●地域の活性化に貢献する「プレイヤーの育成」をコンセプ
　トにファーマーズマーケットなどのソフト事業を展開。

審査委員長賞
  としまみどりの防災公園
（IKE・SUNPARK）の整備
  （東京都豊島区）

（注4）Park-PFI
飲食店、売店等の公園利用者の利便の向上に資する公募対象公園
施設の設置と、当該施設から生ずる収益を活用してその周辺の園
路、広場等の一般の公園利用者が利用できる特定公園施設の整備・
改修等を一体的に行う者を、公募により選定する制度

作者
植野  明日香さん
（うえの あすか）
【大阪府】
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　いかがでしたでしょうか。土地の歴史、価格、法律、税制、相
談窓口、仕事などを見てきました。土地制度は、時代の変遷とと
もに、移り変わっていき、今後も必要な制度の見直しが行われる
でしょう。しかし、土地が貴重な資源であり、私たちの生活の基
盤であることは変わりません。この土地読本が、皆さんに土地に
ついて改めて考えていただき、土地を身近に感じてもらうきっか
けになれば幸いです。

おわりに
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作者／山内　久 さん
（やまうち ひさし）【青森県】

作者／平出 修 さん
（ひらいで おさむ）【埼玉県】

作者／坂本 拓登 さん
（さかもと たくと）【奈良県】

作者／鈴木 郁代 さん
（すずき いくよ）【東京都】

作者／古田 優馬 さん
（ふるた ゆうま）【岐阜県】

作者／後藤 市汰 さん
（ごとう いちた）【北海道】

作者／湯澤 愛結 さん
（ゆざわ まゆ）【埼玉県】
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　いかがでしたでしょうか。土地の歴史、価格、法律、税制、相
談窓口、仕事などを見てきました。土地制度は、時代の変遷とと
もに、移り変わっていき、今後も必要な制度の見直しが行われる
でしょう。しかし、土地が貴重な資源であり、私たちの生活の基
盤であることは変わりません。この土地読本が、皆さんに土地に
ついて改めて考えていただき、土地を身近に感じてもらうきっか
けになれば幸いです。
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■土地に関する税制について
（国土交通省HP）

　https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5_000071.html

■全国版空き家・空き地バンクについて
（国土交通省HP）

　https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk3_000131.html

■不動産鑑定士について
（（公社）日本不動産鑑定士協会連合会HP）

　https://www.fudousan-kanteishi.or.jp/index.html

■土地活用モデル大賞について
（都市みらい推進機構HP）

　http://www.toshimirai.jp/tochi_model/tochitaishoutop.htm

■土地読本、土地月間について
（（一財）土地情報センターHP）

　https://www.lic.or.jp/

■所有者不明土地等対策について、土地基本法について
（国土交通省HP）

　https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk2_000099.html

■地価公示について
（国土交通省HP）

　https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_fr4_000043.html

■改正民法、改正不動産登記法、相続土地国庫帰属法に
　ついて
（法務省HP）https://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00343.html

■地籍調査について
（国土交通省HP）

　http://www.chiseki.go.jp/
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46

一般財団法人

国土交通省 不動産・建設経済局土地政策課

土地情報センター

令和4年９月発行

〒102-0084　東京都千代田区二番町６番地３

10月は土地月間
 10月1日は「土地の日」です。
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わかりやすい土地読本

　土地は、私たちの日常生活や企業活動にとって不可欠な基盤であり、貴重な資源です。
土地基本法においても、土地所有者の責務として、適正な土地の利用及び管理並びに
取引を行うことなどが設けられています。
　国土交通省では、国民の皆様が、今一度、身近な土地について考え、土地の制度に
関する理解を深めていただけるきっかけとなるよう、10月を「土地月間」と定め、広
報活動等を展開しています。

令和 4年度土地月間ポスターコンテスト 大賞受賞作品　作者：植野  明日香さん


